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I.　総論

1.　はじめに

本解説書は、JSLAの問題債権委員会における協議を経て平成17年11月に公表した以下の契約書（案）について、対抗要件の具備方法及び銀行取引約定書の各条項の承継についての考え方を解説するものです。

1 貸付債権等譲渡に関する基本契約書（問題債権用）（「基本契約書」）

2 貸付債権等譲渡契約書（「個別契約書」）

基本契約書及び個別契約書の各案につきましては、譲渡対象となる貸付債権の債務者（「原債務者」）について債務不履行、法的倒産手続の開始その他の信用不安事由が発生している又は発生する可能性がある債権の譲渡に使用されることも想定しています。できる限り汎用性の高いものとなるように各条項を作成しましたが、いずれにつきましてもあくまで雛型ですので、当事者間の合意により、適宜実情に合わせた修正・変更等が行われることが予定されています。また、今後の取引実務及び法律論の展開に応じて適宜見直していく必要があります。従いまして、この解説書につきましても同様に見直しを行っていく予定であることにご留意下さい。

2. 契約書の締結方法

個別契約書には、基本契約書の諸条項が適用されます。従いまして、協会作成雛型を使用して取引を行う場合には、以下の契約締結手続が想定されています。

(i) 貸付債権の譲渡取引を行うことを予定している当事者の間で予め基本契約書を締結します。

(ii) 個別に貸付債権の譲渡取引を実施する場合には、当該取引内容を反映して作成された個別契約書を上記当事者間で締結します。

3. 基本契約書と個別契約書の関係

基本契約書には、各個別取引に共通する諸条件が定められています。基本契約書を締結した上、個々の取引毎に個別契約書を締結することが予定されています。各個別契約書を作成する際には、基本契約書を特定し、基本契約書の各条項に基づく取引であることが明示されます。そして、基本契約書の規定と個別契約書の規定の間に齟齬が生じた場合には、個別契約書の規定が優先します。従いまして、各個別取引に特有の諸条件は、個別契約書に定めることにより、様々な個別取引に柔軟に対応できることとなります。

4. 本解説書の範囲について

本解説書は、貸付債権の譲渡に際して特に重要となる対抗要件の具備方法及び最近議論が進んでいる銀行取引約定書の各条項の承継について、基本契約書及び個別契約書で採用した対応方法に限定して説明するものです。

Ⅱ.　対抗要件の具備方法

債権譲渡の対抗要件具備の方法としては、ご案内の通り、民法に従い行う場合と「動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律」（動産・債権譲渡特例法）に従い行う場合とがあります。民法上、債権譲渡に関して債務者対抗要件及び第三者対抗要件を具備するためには、「確定日付のある債務者への通知」を行うか、「確定日付のある債務者からの承諾」を取得する必要があります（民法第467条）。かかる通知の到達又は承諾がなされると、その時点までの間に譲渡人に対して生じた抗弁を債務者は譲受人に対して対抗することができますが、その時点以降に譲渡人に対して生じた抗弁は、譲受人に対して対抗することができなくなります（民法第468条2項）。

また、動産・債権譲渡特例法の下では、債権譲渡登記を行うことにより第三者対抗要件を具備することができる一方、債務者対抗要件については、譲渡人又は譲受人から債務者に対して登記事項証明書を交付することにより登記事項を通知し、又は、債務者が承諾した時点で具備されます。従いまして、動産・債権譲渡特例法を利用すると、債務者に知られることなく債権譲渡について第三者対抗要件を具備することができます（サイレント方式の債権譲渡。債権の流動化・証券化案件等においてよく用いられる方法です。）。サイレント方式の債権譲渡がなされた場合には、債務者対抗要件が具備されるまでの間に譲渡人に対して生じた抗弁を債務者は譲受人に対して対抗することができます（それ以降に譲渡人に対して生じた抗弁は、譲受人に対して対抗することができません）。

ところで、債務者から承諾を取得するメリットとしては、事実上のものと法律上のものが考えられます。まず、事実上のメリットとしては、債務者の承諾を得た場合の方が、債権譲渡の後にも債務者から譲受人への弁済が円滑に行われる可能性が高まると言われています。また、法律上は、もし「異議を留めない」承諾を得ることができれば、譲渡前の抗弁（例えば相殺の抗弁等）を切断することができる（民法第468条）ので、譲受人は安心して債権譲渡を受けることができます。

他方で、債務者から承諾を取得するためには（特に債務者の数が多い場合には）、時間と手間（事務コストを含む。）がかかる可能性があります。また、通常の債権譲渡においては、サイレント方式によるべき必要性は高くない場合も多いと考えられます。そのような場合には、端的に、民法に基づき「確定日付のある債務者への通知」により対抗要件を具備する方が簡便と言えます。

また、原債務者について債務不履行、法的倒産手続の開始その他の信用不安事由が発生している又は発生する可能性がある債権が譲渡された後においては、債権の譲受人が債務者に対して自ら又はサービサー等の第三者を介して当該債権に係る権利行使を行う（サイレント方式にはよらない）のが通常であると理解されます。

そこで、今回作成した雛型では、原則として、民法に基づく「確定日付のある債務者への通知」により第三者及び債務者対抗要件を具備するとの建前によっています。もちろん、対抗要件の具備方法は、各個別取引の態様等に応じて、各対抗要件具備方法が有する上記の特徴等も勘案して決められることになりますので、個別契約においては、各対抗要件具備方法の文案を記載して、各個別取引の態様等に応じて柔軟に対応できるようにしています。

Ⅲ.　銀行取引約定書の各条項の承継

銀行貸付のうちの証書貸付は、銀行取引約定書と金銭消費貸借契約書によって成立しており、期限の利益の喪失条項等、重要な事項については銀行取引約定書の規定が及ぶとされるのが通常であると理解されます。また、銀行取引約定書ではなくても、金融取引約定書その他基本契約書に基づいて個々の金銭消費貸借取引が行われていることもあります。

そこで、金銭消費貸借契約書に基づく個別の債権譲渡に際して、銀行取引約定書等の基本契約書の各条項のうち、どの範囲のものが債権譲渡後に、譲受人と債務者との間でも適用される（＝承継される）かが問題となります。

この点、今回作成した雛型では、原則として個別の貸付に適用され得る全ての銀行取引約定書等の基本契約書の規定が適用（承継）され得るという前提のもとで、実務的な対応として、少なくとも譲渡当事者間ではこれらの規定が広く適用（承継）される旨を合意することとしています（基本契約書第１条（30）「本件貸付債権」）。すなわち、譲渡対象である「本件貸付債権」の定義において、「譲渡人と原債務者との間で銀行取引約定書、金融取引約定書、その他の基本契約が存在する場合には、当該基本契約に基づき当該貸付債権に適用され得る一切の権利（担保・保証の提供を求める権利、調査権及び報告請求権を含むが、これらに限られない。）を含む。」として、譲渡の対象となる債権には、基本契約に基づく権利が広く包含されることを明示しています。もちろん、①譲渡人と譲受人との間でかかる合意をしたとしても、別段の合意が譲渡人と原債務者との間でなされている場合には、譲受人への承継の効果が生じない可能性がある点、留意が必要です。②対象となる貸付債権との関連性の薄い銀行取引約定書特有の規定（例えば、証書貸付に基づく貸付債権を譲渡する場合には、割引手形の買戻し、手形に係る権利の選択、手形の呈示・交付等の規定は適用されないと理解されます。）についても同様です。更に、③債権者と債務者が継続的取引関係にあることを前提として初めて意味をなすタイプの条項（適用範囲・適用店舗、届出事項の変更、報告及び調査、約定の解約等の規定）については、場合によっては、譲受人に承継されない可能性がありますので、この点についても留意が必要となります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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